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経済教育における「余剰」概念の修得の必要性
一教員養成のための「経済学」の構築の一環として-
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Abstract. A purpose of this paper is to suggest a necessity of construction of economic education for teachers training courses.

The acquisition of the teachers'licenses of social studies in junior high school and civics in high school is possibility to study only

one course on economics in current law. To train high quality teachers, this paper emphasizes a teaching method to make

understanding on market mechanism. This paper, especially, presents necessity to introduce the concept on Surplus to the

teachers training courses and the textbook for the secondary school.

0.はじめに

本稿は,拙稿「教貞養成のための『経済学』の

構築- 「市場機能」編」 iの続編であると同時に,

市場経済(システム)を学習する上で,最重要で

あり,最もエッセンシャルな核心の部分である

「完全競争市場」における需給均衡状態の社会・

経済的意義についての理解をヨリ明確に,ビジュ

アルに理解させるために,現行の中学・高等学校

の教科書では取り上げられていない「余剰分析」

の学習の重要性・必要性を主張するものである。

「経済学」という学問の社会的意義を一言で言い

表すと「有限な資源を価格をメルクマールとして如

何に最適に配分するのか」を研究し,解明し,社会

に対して政策提言していくことにあると言えよう。

筆者は,上述の前稿において,市場経済システ

ム, 「完全競争市場」,需要関数(曲線),供給関

数(曲線)についての解説を行なった上で,中

学・高等学校の教科書にも登場する「完全競争市

場」における需給均衡モデルについての解説と教

育上の注意点・留意点などを述べた。特に, 「完

全競争市場」における需給均衡状態が, 「有限な

資源が最適に配分されている状態」であるという

ことを教育現場において指導する際に,徹底すべ

きであるということを力説した。その理由は,こ

のことを理解することなしには,価格の働き,競

争の重要性,そして何よりも,市場経済システム

の本質を理解することができないからである。昨

今の社会の潮流である「規制媛和」と「競争原理」

の導入の社会経済的な本質的な意味についても,

この「完全競争市場」における需給均衡状態が,

市場経済システムにおいて,有限な資源の最適配

分達成状態であることを十二分に理解していれ

ば, 「経済学」を十分に学習していない教師はも

ちろん,その彼らから授業を受ける中学・高校生

ち, 「経済」′の学習を通じてヨリ深く認識するこ

とができるであろう。

「完全競争市場」における需給均衡状態とは,

需要関数と供給関数の交点であるということは,

簡単に図示できよう([図1])<　その上で,前稿

においても力説したように,需要関数と供給関数
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図1　完全競争市場における需給均衡

がともに,価格の関数であるということを理解した

うえで,両関数の交点においては,与件が不変であ

るならば,ちょうど,その価格(-P声)において,

その財を需要しようとする量と供給しようとする

量が一致(Q*-Qd-Qs)するために,過不足な

く,生産されたものが,消費されるために, 「資

源が最適に配分された状態」であることを解説す

ることができる。もちろん,この解説・教授法に

は,全く問題はなく,最もオーソドックスであり,

市場経済の本質を明確に示す方法であることに変

わり・はない。筆者も,勤務校である広島大学教育

学部においても,同様に講義iiを展開している。

ただ, 「完全競争市場」における需給均衡状態

は,市場経済の本質を理解する上で,最重要な学

習事項である。そして,単に「完全競争市場」に

おける需給均衡状態そのものの意義について理解

するのみならず,それとの比較において, 「独占・

寡占市場」や補助金の支出が,なぜ,市場経済シ

ステムにおいては,問題であるのかを後の学習に

おいてヨリ明確に理解していくた捌こは, 「余剰

分析」の導入が有意義であると筆者は考えている。

そこで,本稿においては,教員養成のための「経

済学」の構築の一環として「余剰分析」をどのよ

うに位置付けるのかを述べることとする。

I. 「余剰」の概念
「余剰」 surplusの概念を最初に「経済学」に導

入したのは,需要関数と供給関数を用いた「完全

競争市場」における需給均衡モデルを最初に図示

したと言われているアルフレッド・マーシャルで

ある。まず, 「余剰」の概念について,解説する

こととする。

「余剰」は, 「消費者余剰」 consumers, surplusと

「生産者余剰」 producers, surplusに大別され,両者

を合計したものを「総余剰」 totalsurplusと呼ぶ。

[-l. 「消費者余剰」
まず, 「消費者余剰」 -cs)についての解説

を行なうこととする。ある財の需要関数が, [図

2]のような状態であったとする。需要関数が価

格の関数であるならば,この図からは, P-Plの

とき,この財に対する需要量は, Q-Qlであり,

P-P2の時は, Q-Q2であることが読み取れよ

う。続いて,供給関数が与えられ,両者の交点で

ある需給均衡点が,点Eであったとする。すると

完全競争市場におけるこの財の取引は　p-p*

のもと, Q-Q*となり,資源の最適配分が達成

されていることになる。

Q2　　QI Q☆

図2　消費者余剰

ここで,この需給均衡状態をヨリ深く分析する

こととする。この財の取引は,結果的にp-p*

のもと, Q-Q*でなされることになったが,上

述したように,この需要関数のもと,この財につ

いては,結果的に市場において成立したP*より

も高価格であるPlという価格であったとしても,

この財を需要したいという量がQl分あり,更に

高価格であるP2であっても, Q2分の需要量が

あるのである。しかし, PlやP2という高価格で

あっても,この財を需要したいという人々も,結

果的に市場で成立した価格が,それらよりも低い

P*であったため,当初,自身がその財を需要す

るために用意していた価格よりも「安く」買えた

ことになったと言える。この「安く」買えたこと

-42-



経済教育における「余剰」概念の修得の必要性

によって「得」をした部分を「余剰」,この場合

は,消費者が「待」をしたことから, 「消費者余

剰」と呼ぶのである。

具体的には,仮に需要由数が線形であり,

QdニーP+100であり　P*-50, Q*-50とす

るならば, p-60の時でも, 40個分の需要量はあ

り, P-80の時でも, 20個分の需要量はあったの

であるが,結果的に,市場価格がP-50となった

ため, P-60でもこの財を需要する用意があった

人々は, 10円分「得」をしたことになり,同様に,

P-80でもこの財を需要する用意があった人々

は, 30円分「得」をしたことになったのである。

そして,各価格についての「得」 - 「余剰」を全

て合計したものが, 「消費者余剰」なのである。

ビジュアルに示すとAEP*に囲まれた三角形が,

「消費者余剰」の大きさを示しているのである。

この「消費者余剰」の概念を別の例で示すこと

とする。価格を入学試験の点数,需要量を入学者

数に置き換えることとする。この学校の合格者が

30人であったとしても,各人の合格点は異なるで

あろう。結果的に,合格点が70点であったとす

る。合格者の中には, 100点や90点を取った者も

いれば, 70点で,第30位で合格した者もいるが

100点を取り第1位合格でも,第30位でも,合格

という意味では無差別である。よって,この学校

への入学を強く希望し100点や90点を取れるよ

うに準備していた者にとっては,結果的に70点で

も合格できたのであり,差の30点なり,20点の

「余裕」が, 「消費者余剰」に相当するのである。

以上により, 「消費者余剰」の概念を解説した。

留意点としては,需要関数の読み方を理解してい

ることを前提に,結果的に成立した市場価格にお

いて取引を行なっている無数の経済主体の中で

ち,その財を需要するために用意していた価格

(予算)は異なっていたのであるということをよ

く認識させ,その上で,用意していた価格と一物

一価の原則のもと,結果的に成立した市場取引価

格の「差」の部分が「得」をした分と見なすとい

うことを明確に認識させることである。

以上, 「消費者余剰」の概念を解説したが, 「完

全競争市場」における需給均衡状態の経済的意義

の重要性を認識させる上で,なぜ, 「消費者余剰」

の概念が必要なのであろうか。その理由は, 「完

全競争市場」における需給均衡状態において,

「消費者余剰」が,最大化されているからである。

先述したように,需給均衡点で,取引が成立した

場合, 「消費者余剰」は,三角形AEP*で示され

るO　もし,詳細は,別項に譲るが, 「独占市場」

のように,取引が, P-80で行なわれたとしたな

らば, 「消費者余剰」の大きさは,三角形AFP2

となり,明らかに, 「完全競争市場」での需給均

衡点での取引価格の時の三角形AEP*よりも小さ

いのである。

このように, 「完全競争市場」における需給均

衡状態は, 「消費者余剰」を最大化していること

を明確に認識させる必要がある。

I-2. 「生産者余剰」
続いて, 「生産者余剰」 -PS　について解説

することとする。ある財の供給関数が, [図3]

のような状態であったとする。供給関数が価格の

関数であるならば,この図からは, P-P3のとき,

この財に対する需要量は, Q-Q3であり, P-

p4の時は, Q-Q4であるとことが読み取れよう。

続いて,需要関数が与えられ,両者の交点である

需給均衡点が,点Eであったとする。すると完全

競争市場におけるこの財の取引は, p-p*のも

と, Q-Q*となり,資源の最適配分が達成され

ていることになる。

「消費者余剰」の解説の時と同様に,この財の

取引は,結果的にp-p*のもと, Q-Q*でな

されるが,この供給関数のもと,この財について

は,結果的に市場において成立したp*よりも低

価格であるP3という価格であったとしても,こ

の財を供給できるという量がQ3分あり,更に低

Q4　Q3　　Q☆

図3　生産者余剰
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価格であるP4であっても, Q4分の供給量がある

のである。しかし, P3やP4という低価格であっ

ても,この財を供給できるという生産者も,結果

的に市場で成立した価格が,それらよりも高いP

*であったため,当初,自身がその財を供給する

ために用意していた価格よりも「高く」売れたこ

とになったと言える。この「高く」売れたことに

ょって「得」をした部分を生産者が「得」をした

ことから, 「生産者余剰」と呼ぶのである。尚,

具体例については,原理的には「消費者余剰」と

同様のため省略する。

ビジュアルに示すとZEP*に囲まれた三角形が,

「生産者余剰」の大きさを示しているのである。

以上, 「生産者余剰」め概念の解説を行なったO

本稿におけるその意義は, 「消費者余剰」の概念

同様に, 「完全競争市場」における需給均衡状態

において, 「生産者余剰」が,最大化されている点

である。この点を明確に認識させる必要がある。

Il. 「完全競争市場」における需給均衡と

「余剰」分析

「完全競争市場」における需給均衡状態は,有

限な資源が最適に配分されている状態であるとい

うことは,周知のことである。これまでも繰り返

し強調してきたことであるが,この点こそが,市

場経済の最も本質的な部分であり,この点を理解

することが,複雑な経済現象を丹念に読み解いて

行く上で,最も基礎となり,重要な学習内容であ

ると言える。その上で, 「完全競争市場」におけ

る需給均衡状態が,市場経済において最も望まし

い状態であることを「余剰」の概念を用いて解説

していくこととする。

[図2] [図3]で記した需要関数・供給関数を

同一次元に記したものが[図4]である。

図4　総余剰

1-1, 2で解説したように, 「完全競争市場」

における需給均衡状態は, 「消費者余剰」, 「生産

者余剰」ともに最大化されている状態である。す

ると,当然,両者の合計である「総余剰」も最大

化されているである。

ビジュアル的には, 「消費者余剰」 (-三角形

AEP*) + 「生産者余剰」 (-三角形ZEP*) -

「総余剰」であることから, 「総余剰」の大きさは,

三角形AEZで示されるのである。 「完全競争市場」

における需給均衡状態,すなわち　p-p*での

取引は,この価格で,この財を需要・供給できる

消費者・生産者双方の「余剰」を同時に最大化し

ているのである。 「得」である「余剰」が最大化

されていることは,当然,最適なり,最高の状態

なのである。

以上,解説してきたように, 「余剰」の概念を

用いた「余剰分析」を行なうことによって, 「完

全競争市場」における需給均衡状態が,最適・最

高の状態であるということを別の視点から,ビジ

ュァルに示すことができるのである。 「余剰分析」

は,厳密には,積分が必要となるが,大多数の大

学レベルの「(ミクロ)経済学」の入門・概説書

において,余剰分析に積分を駆使して解説してい

るものは皆無であると思われる。本稿でも示した

ように,図示すれば,積分の知識がない者や中学

生でも,十二分に理解可能であると思われる。後

述するように, 「完全競争市場」ではない状態が,

なぜ,望ましくないのかということとの比較の形

態で,ビジュアルに示すことによって,市場経済

においては, 「完全競争市場」が最適・最高の資

源の配分状態であるということを理解させるため

にも,筆者は, 「余剰分析」を中学・高等学校の

教育に導入することを強く主張するのである。

日.政府が「市場」に介入したケース

～ 「余剰分析」を用いた比較

本稿において,前述してきたように, 「余剰分

析」は, 「完全競争市場」における需給均衡状態

を別の視点から,最適・最高の状態であるという

ことを示す他に, 「完全競争市場」ではない状態

や政府が「市場」に介入した状態が,なぜ,資源

の分配上,望ましくないのかを示すためにも,檀

めて有用な分析方法であると述べた。 「余剰分析」

は, 「得」の大きさをビジュアルに示すことが可
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能なため, 「望ましくない状態」とビジュアルに

比較することが可能となるのである。

そこで,教員養成のための「経済学」の構築に

おいて, 「余剰分析」を用いて比較しながら解説

することに適しているケースを挙げることとす

る。その場合,経済状態の相違により, 2つに大

別することができる。第-は, 「(狭義の)市場の

失敗」のうち, 「独占市場(寡占についても可能)」,

「外部性」, 「費用逓減産業」のケースである。こ

れらに共通した性格は, 「市場」に任せておくと

資源の最適配分が達成されず,同時に「総余剰」

の最大化になされないため,政府が「市場」に介

入することにより,最適化を図るということであ

る。第二は, 「完全競争市場」において政府が,

課税を行なったり,補助金を支出することによっ

て,資源の最適配分が達成されず,同時に「総余

剰」の最大化になされないケースである。第-の

ケースについては,紙数の都合もあり,本稿の続

編として執筆予定の「教員養成のための『経済学』

の構築- 「市場の失敗」編」において解説を行

なうこととする。よって,本稿においては,第二

のケースについて取り上げ,解説していくことと

iW*

‖-1.課税のケース

第一に,政府が課税を行なったケースについて

解説することとする。 「余剰分析」そのものを行

なう前に,用語の定義を行なうこととする。課税

には,いろいろな方法があり,分類の形態もさま

ざまであるOその分類の形態の一つとして, 「従

量税」と「従価税」という分類形態がある。前者

の「従量税」について「じゅうりょうぜい」と発

音すると「重量税」と考える人が多いのではない

かと推測される。この「従量税」とは,製品1コ

当, t円の課税を行なうという課税形態である。

他方, 「従価税」についても, 「重加算税」的なイ

メージをする人もいるかとは思われるが,この

「従価税」は,価格に,すなわち1円あたり, t%

の税を賦課するという課税形態である。消費税が

その典型である。経済学上,頻出する「従量税」

と「従価税」の意味について,受講者にしっかり

と認識させる必要がある。

政府が課税していないケースと比較するに際し

ては, 「従量税」と「従価税」のどちらのケース

でも,結果は同じであるが,ビジュアル的には,

一般的に「従量税」の方が示しやすいことから,

本稿においても, 「従量税」のケースを例に解説

していくこととする。

政府が課税などを一切行なっていない状態での

需要関数をD,供給関数をsOとする。 [図5]に

おいて,課税前のCS-三角形AEOPO, PS-三角

形ZOEOPO, TS-三角形AEOZOであり, [図4]の

時と同じ状態であり,余剰は最大化されている。

そこに,この財に対して, t円の従量税が課せら

れたとする。そのため,製品1個当たりt円分価

格が上昇するため,供給曲線は,この従量税t円

分だけ上昇シフトすることになる。課税後の新た

な供給曲線は, Slとなる。尚,需要サイドの与件

は不変のため,需要曲線はDのまま不変である。

よって,従量税の放課という与件の変化により,

この市場では,需給均衡点がEOから, Dとslの

交点であるElへとシフトしたのである。

次に,課税後の状態での「余剰」について分

析する。分析範囲は,台形AEIFZOである。第一

に,この従量税の課税による税収の大きさを明

確にすると製品1個当たりの税はt円,供給量は

Qlであることから, txQlとなり,図示すると

長方形PIP2EIFとなる。ここで,余剰分析におい

て,この税収がどのように位置付けられるのか

である。市場経済における税や政府の役割・位

置付けについては,本講義においては,導入部

分における経済主体のその役割と相互関連の箇

所において少し触れただけであり,本格的な解

説は, 「市場の失敗」 「財政の役割」の部で取り扱
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われることになるが,簡潔に述べると税は,政府

による「市場」を介さない「公共財」の供給によ

り,消費者・生産者全体に還元されるのであり,

経済社会を構成する「骨」の役に立ち, 「得」に

なっているのであると解釈される。よって,税収

は, 「余剰」なのであり, 「総余剰」の構成要素な

のである。後の講義展開とも関連するが, 「税」

が「公共財」の供給を通じることにより, 「余剰」

と位置付けられるということを明確に理解させる

必要がある。

続いて,消費者は,この財をp1円で購入する

ことから, 「消費者余剰」は,三角形AEIPlで示

される。同様に,生産者は,課税分を除くとこの

財をP2円で販売することから, 「生産者余剰」は,

三角形ZOFP2で示される。すると「総余剰」は,

cs(-三角形AEIPl) +PSI　三角形ZOFP2) +秩

収(-長方形PIP2EIF) -台形AEIFZOと示される

のである。

そして,本項の目的である課税による余剰への

影響を余剰分析により比較することとする。課税

前の総余剰をTSOとするとTSO==三角形AEOZOで

ある。課税後の総余剰をTStとするとTSt-台形

AEIFZOである。

両者の大きさを比較すると一目瞭然, TSOの方

が大きいのである。よって, 「完全競争市場」に

おいては,課税が行なわれると徴収された税収は,

公共財の供給により,骨の「得」となり,余剰の

構成要素であるにもかかわらず, 「総余剰」が小

さくなり,最大化されなくなるのである。そして,

両者の差の部分,すなわち, 「失われてしまった

余剰」の大きさ(-三角形EOEIF)のことを「厚

生損出(or死荷重m J deadweightlossというO

このように, 「余剰分析」を用いることにより,

目に見えるようで目に見えない経済現象をビジュ

アルivに,それも異なった状況を比較することも

可能となるのである。

‖-2.補助金支出のケース

第二に,政府が補助金を支出したケースについ

て解説することとする。まず,補助金支出とは,

どのような経済状態であるのかについて解説す

る。具体的には,日本では戦後長らく続けられて

きた「米の二重価格制度」が,このケースに該当

する。

Q O Ql

図6　補助金支出のケース

補助金支出の経済状態を図示したものが[図6]

である。まず, 「完全競争市場」において,需要

関数がD,供給関数がSであったとすると需給均

衡点はEOであることから,この財は, PO円で,

QO分だけ供給され需要されるのが,政府による

補助金支出前の「本来の姿」である。

しかし,為政者が,現実の社会経済を長期的な

視野で見ていく場合,必ずしも「市場」の競争原

理を冷徹なまでに貫徹させることが望ましい政策

であるとは限らないこともある。先述したように,

本項のテーマである補助金の支出の代表例として

取り上げた米の二重価格制度(政策)ち,当時と

しては,市場による競争原理に基づく資源の最適

配分に反する政策であっても,長期的な視野から

すると必要な政策であったと言えよう。

そこで, [図6]の経済状態を米の二重価格制

度を念顕において解説していくこととする。戦後

しばらくの期間の日本社会は,全体的に所得水準

が低く,生活が苦しい世帯が多かった。食事の質

量の悪化による栄養状態の悪化は,国民の体力を

減退させ,長期的な視点で見た場合,国家の発展

にとってマイナス要因であり,改善す為必要があ

った。そのため,政府は,多くの国民に,十分な

食料,特に,主食である米を供給させる必要があ

ったのである。先述したように,当時の消費者・

生産者の行動から導出された需要関数・供給関数

が,各々, D, Sと与えられた場合, 「完全競争市

場」における競争原理に任せておくとP-pOの水

準で, Q-Q0分だけ供給され,需要される。し

かし,この水準では,多くの国民に,十二分に食

料が行き渡らず, 「国家百年の計」を考えた場合,

対策が必要とされると判断された場合,政府は,
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ヨリ多量の食料,特に米を低価格で「市場」にお

いて需要できるような体制を整えなければならな

いのであった。

低価格になれば, 「需要の政則」により,需要

量は増加するが,それに見合った供給量を増加さ

せなければならない。しかし,生産量の増加は,

限界費用を増加させるために価格が上昇すること

になる。そこで,政府は,供給(生産)量を増加

させても,生産者が赤字に陥らぬようにし,且つ,

低価格でヨリ多くの米を需要できるようにするた

めに,税金を用いて補助金を支出したのである。

その結果, [図6]のケースで示すとQl分の取引

を実現させるために　P-Plの価格で,生産者か

ら財を買い取り, P-P2の価格で,消費者に財を

販売していたのである。これが, 「二重価格制度」

と呼ばれる理由である。

本項のテーマである補助金支出の経済的意味に

ついて理解した上で,ここからは,市場の競争原

理を冷徹に貫徹させた場合の観点から,余剰分析

を用いることにより,補助金支出について分析す

ることとす.る。まず,本項のテーマである「補助

金」の「余剰分析」における位置付けである。補

助金の大きさは,長方形PIFIF2P2で示される。

「完全競争市場」,市場経済においては,税金は,

公共財など「市場」を介して供給できない財の供

給に用いられるべきであり,民間企業が供給可能

な特定の財の供給のために使途されることは,過

剰供給による資源の最適配分を妨げることから望

ましくない行為である。よって,補助金は, 「余

剰分析」においては, 「損出」と位置付けられる

のである。

続いて,このケースでの「余剰」の大きさを確

定していくこととするO第-に, 「消費者余剰」

であるが,消費者は, P-P2の水準で, Ql分だ

け需要していることから,三角形AF2P2の大きさ

で示される。しかし,本来はPOの水準で, QO分

しか需要できなかったはずである。 (Ql-QO)

分は,政府による補助金支出により,可能となっ

た需要である。よって,補助金支出という「損出」

によって得られた「消費者余剰」分-台形

POEOF2P2は, 「総余剰」の算出に際しては, 「損

出」分と相殺されることになるのである。そのた

め,純な「消費者余剰」の大きさは,三角形

AEOPOなのである。

第二に, 「生産者余剰」であるが,生産者は,

P-plの水準で, Ql分だけ供給していることか

ら,三角形ZFIPlの大きさで示される。しかし,

本来はPOの水準で, QO分しか供給できなかった

はずである。 (Ql-QO)分は,政府による補助

金支出により,可能となった供給である。よって,

補助金支出という「損出」によって得られた「生

産者余剰」分-台形POEOFIPlは, 「総余剰」の算

出に際しては, 「損出」分と相殺されることにな

るのである。そのため,純な「生産者余剰」の大

きさは,三角形ZEOPOなのである。

以上のことから,補助金支出のケースの「総余

剰」を求め,それを補助金支出がないケースと比

較することとする。 「補助金支出のケースの総余

剰」 (-TSs) -CS+PS一損出分(-補助金支出

分)となる。すると,三角形AF2P2+三角形

ZEOPO一長方形PIFIF2P2となる。そこから,先述

した相殺分を除き, 「純」の部分だけを残すと

TSs-三角形AEOPO+三角形ZEOPO一三角形

EOFIF2 (-相殺されていない補助金分)となるの

である。最後の項である「相殺されていない補助

金分」三角形EOFIF2が,厚生損出の大きさであ

り,これを「純」の余剰部分からマイナスすると,

TSsの大きさは,台形AGIG2Zで示されることに

なる。最後に,このTSsを補助金支出がないケー

スの「総余剰」である三角形AEOZの大きさと比

較すると「総余剰」の大きさが少ないことが明白

である。このように,政府が行なう補助金支出に

よる財の過剰生産・需要は,厚生損出を発生させ,

「総余剰」の最大化を妨げる望ましくない経済政

策なのであるということが,ビジュアルに示すこ

とができるのである。

このように,市場による競争原理を冷徹に貫徹

させた場合,補助金支出政策は, 「総余剰」の最

大化,更に,資源の最適配分を妨げる政策であり,

望ましくないと結論付けることができるが,本項

の冒頭でも述べたように,戦後のある時期までの

米の二重価格制度のように,長期的な視野で社会

の発展を考えた場合,必ずしも,全ての補助金政

策が「悪」であるという訳ではないということを

留意しておく必要はあろう。

IV. 「余剰分析」導入の重要性

以上,述べてきたように, 「完全競争市場」に
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おける需給均衡状態が,資源の最適配分が達成さ

れている市場経済にとっては,最も望ましい状態

であることを「余剰」の概念を導入することによ

り,よりビジュアルに示すことができることを述

べた。更に, 「余剰分析」は, 「最適状態」を示す

だけではなく,補助金支出や独占市場などにおい

ては,余剰が貴大化されておらず,厚生損出が発

生しているということをビジュアルに示すことに

より,それらの経済状態が資源の配分上「最適で

はない」状態であることをヨリ明確に示すことが

可能となるのである。昨今の「規制緩和」と「競

争原理の導入」という社会の潮流についても,哩

解が深まるであろう。

以上を踏まえて,筆者は,大学における教員養

成と中等教育における「経済」教育に対して,以

下の3点を提言する。第一に,大学における教貞

養成のための「経済学」の講義においては,必ず,

「余剰分析」の教授を行なうこととする。第二に,

「余剰分析」の知識を有している中学・高等学校

にて「経済」の箇所を教授する教師は,積極的に

「余剰分析」を駆使した講義(授業)を実施する

ことを推奨する。第三に, 「余剰分析」は,無理

に積分を行なわなくとも,また,その知識がなく

とも,本稿でも示したように,図示と適切な解説

により,十二分に中学・高校生にも理解可能であ

ると思われる。よって,中学・高等学校の教科書

においても,需要関数と供給関数を用いたグラフ

にとどまらず,是非とも, 「余剰分析」を取り入

れることを強く主張する。

複雑な現代の経済現象を理解していくために

は,市場経済システムの本質を理解することから

始めなければならない。その本質とは,何度も繰

り返すように「完全競争市場」における需給均衡

状態であり,そこでは, 「有限な資源が最適配分」

されている状態なのである。しかし,現実には,

「市場の失敗」はかさまざまな要因が複雑に絡み

合った結果,市場の力のみでは, 「資源の最適配

分」が達成されない状態にある。そのために,政

府をはじめ各経済主体は,少しでも「有限な資源

が貴通配分される状態」の実現を買指して,各種

経済政策ほかに取り組んでいるのである。ただ,

経済現象は,目に見えるようで目に見えない現象

である。特に,まだ社会経済の中で保護されてい

る立場にある中学・高校生にとっては,実感しづ

らい現象である。そうした彼らに対して,如何に

「市場経済」の本質を理解させ,現実がどのよう

な状態にあり,何を目的にどの方向に社会経済が

導かれていくべきであるのかを実感を持って認識

させるためには,関数グラフによる表記のみでは

なく, 「余剰分析」を導入することにより,ビジ

ュアルに示すことが極めて有効であると断言でき

よう。 「完全競争市場」における均衡価格での財

の購入が, 「消費者余剰」を最大化させている,

すなわち,独占や規制などの撤廃による競争の促

進が,中学・高校生自身の経済的利益を促進させ

ているということをビジュアルに認識させること

は,教育上効果が高いと推測される。

別稿Vにおいても記したように, 「中学校社会」

「高等学校公民」の免許状を取得し,且つ,教壇

に立っている教員の内,非経済系学部の出身の中

で,更に, 「社会学」ではなく「経済学」を履修

した者であっても, 1科目の履修だけであっては,

「完全競争市場」における需給均衡の状態が,な

ぜ,望ましい状態であるのかを明確に理解してい

るとは限らない。よって,市場経済の本質の部分

を生徒だけではなく,教師にも明確に鮮明に理解

させるためには,全ての教科書に「余剰分析」を

載せることを半ば必須化することが,市場経済社

会に生きる人間に, 「経済」教育を行なう教育上

の意義を最大化させることに寄与するであろう。

注

1 『学校教育実践学研究』第11巻2005年所収

ii　第1セメスターに設置されている「経済学」。

この講義は, 「中学校社会科」 「高等学校公民

科」の教員免許状の取得に際して,必修科目

に指定されている。

iii　最近の文献では, 「死荷重」という表記はあ

まり見受けられない。尚,発音は, 「しかじ

ゆう」である。

iv　本稿は,白黒であるが,実際の講義においては,

「消費者余剰」 「生産者余剰」 「厚生損出」の

各々に別の色を付けて,板書を行なっている。

Ⅴ　拙稿「『経済学』未履修の中学校社会科教諭

に対する危倶」 『学校教育実践学研究』第10

巻2004年
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